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１．はじめに 

近年、増加傾向にある郊外型大規模商業施設は、そ

の多くが大規模かつ複合な店舗形態となっているため、

道路網に多くの発生集中交通を発生させる。そのため

周辺道路に交通渋滞を引き起こすなど深刻な問題を生

じさせている。大規模小売店舗立地法（以下大店立地

法）では、大規模小売店舗の設置者は周辺交通環境に

配慮することと示されているが、交差点飽和度等の静

的な解析で判断している場合が多い。しかし商業施設

の立地と周辺交通環境によっては静的解析では不十分

な点もあり、近年、動的な解析手法として交通流シミ

ュレーションが着目されている。また、交通流シミュ

レーションの実施においては大量のデータを必要とす

る。しかし、現況ではそれらのデータが各部署に点在

していたり、データの形式が統一されておらず、変換・

加工作業に多大な時間を費やしてしまう。この様な課

題がある事から、データを逐次的に収集し保管する必

要性があるとされている。そこで本研究では、これら

の問題点の解決策として交通影響評価の実施時に必要

となる大量のデータを管理する交通アセスメント用の

Web データベースシステム（以下交通 DB システム）

の開発を行う。このシステムを用いることにより、散

在するデータを各関連団体の枠を超え、共有化を図り、

今後想定される大規模開発時に、蓄積されたデータや

事例をもとにスピーディーな分析を行い、適切な対策

を講じる事が可能となる。 

２．交通アセスメントの現状 

全国 60 の各都道府県・政令指定都市（以下県・市）

を対象にアンケート調査 2)を実施し、42 県・市から回

答を得た（2003 年 3～2004 年 1 月実施）。このアンケ

ート調査結果から交通流シミュレータを大店立地法の 

 

 

審査に用いているのは 2 県・市というのが現状であり、

本研究では 2 県・市の１つである栃木県の大店立地法

担当者を調査対象とし、2005 年 1 月にヒアリング調査

を実施した。本調査は関連するデータ整備の現況を把

握し、それをシステム構築に反映させること、また本

システムの評価を行うことを目的としている。調査項

目を表 1 に示す。調査の結果、各種情報を紙面で保管

しているため、膨大な書類の中から必要な情報を探し

出すのに時間を要してしまう。それが業務の効率を低

下させる要因であること、さらに紙面では位置情報と

の照合に非効率で になった。 
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あることも明らか

表 1.ヒアリング項目
ような媒体で、どのような形式で保管されているのか

ような場所に保管されているか

タを保管する期限の有無、またその期間

タの使用頻度　・データを再利用することはあるのか

テムに対する要望　・画面(見やすさ、遷移)　

性（データの入力、検索方法、反応動作）

ースシステムの構築 

概念 
通アセスメントを主な利用目的とし、

させたシステムを交通DBシステムと

ステムを利用する事により交通影響

情報の逐次更新、収集が可能である。

情報を提供できるようになっている。

として、システム利用対象である行

実施者、一般市民を連携させるシス

いる（図 1 参照）。これにより交通影

から、共通の情報を保有する事がで

適切に行う事が可能となる。システ

る解析実施者とはアセスメントの解

開発者とは大型商業施設の出店を計

出者と、それに伴う交通関連調査な

を指す。 
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（２）ユーザー

 本研究で取り

タを扱う可能性

リティ確保に重

から権限を判断

を与えている。ここで、開発者のデータ登録について

与えられる権限は全ての案件に対してではなく、該当

する案件のみデータ登録を可能にした。 
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（３）メインシステム 
メインシステムでは、大型小売店舗情報・交通関連

情報・地理情報の 3 種類の情報について登録・変更・

閲覧を行うことが可能である。 

１）大型小売店舗情報 
 

閲覧用システム
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・交通調査情報検索
・地図情報検索
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図 1.システム概念図
構築詳細 
言語には、OS に依存しないプログラミ

Java を採用し、Web 対応型のシステム

れにより、インターネットブラウザを

利用が可能である。データベースはリ

ータベース（RDB）方式を採用し、デ

き、効率的にデータを管理できるよう

データベースを制御して作業の効率化

ョナルデータベースマネージメントシ

S）には MySQL を、また地理情報には

e Markup Language）を GIS に特化する

発された G-XML を使用している。 

メント用 DB システム 

全体 

ユーザー認証による権限判断後、大き

ステムにアクセスが可能となる。1 つ

テム、2 つ目はメインシステム、3 つ目

ムである（図 2 参照）。 

認証機能 

扱うデータは権利問題を包含したデー

があるため、システムとしてのセキュ

点を置いた。与えられたユーザー名等

し、それぞれのシステムにアクセス権

大型小売店舗情報（以下店舗情報）は大店立地法に

基づき提出され、受理された届出書の内容を登録して

いる。加えて、届出の際に必要となった各種資料も指

定された形式で DB に格納できるようにする。 

２）交通関連情報 
交通関連情報は、入力画面において調査実施日など

の簡単な調査概要を付随させ DB に格納する。 

３）地理情報 
店舗情報・交通関連情報の登録において、同時に地

理情報と関連付けして登録する形式を採用する。この

システムのベース部分には（財）データベース振興セ

ンターから無償公開されている｢e-G Frontend｣を採用

し改良している。 

５．おわりに 

本研究では、交通アセスメントを行う際に必要とな

るデータをインターネット環境下において共有でき、

データを利用しやすいシステムの構築を行った。今後

はシステム評価を行政だけではなく、本システムの利

用対象全てに実施していくことが必要であると考えら

れる。それにより、ユーザーのニーズを把握したシス

テム開発が可能となる。また、近年の建設 CALS/EC

の進展等も考慮に入れると、建設分野に限らずに各種

書類は紙面から電子データとなる可能性が考えられる。

そのためにも、GIS 機能の拡張、メインシステムの改

良、システム全体のセキュリティの向上が課題となる。 
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